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研究成果の概要（和文）：転居高齢者の転居後の身体・心理・社会的状態の特徴を明らかにすることを目的に、
質問紙調査を実施した。地元高齢者に比較し、転居高齢者には介護予防の必要性が高い者が多く含まれていた。
また①年齢が高い者、②転居前の家族構成が独居以外の者、③転居先の生活環境を知らなかった者、④転居後に
趣味をやめた者が転居後の要介護度を悪化させていた。
ライフ・ライン・メソッドを用いた調査結果から、転居先の生活に「辛うじて適応している」状態になったの
は、平均で1年以上2年未満であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The questionnaire survey was conducted for the purpose of clarifying the 
characteristics of the physical, psychosocial and social situation in elderly people who moved. As 
compared with the elderly people who live in the town for many years, relocated elderly people 
needed the support for prevention of the nursing care. In relocated elderly people, the following 
persons were worsening the degree of nursing care; (1) persons with high age, (2) Those who were not
 solitude before changing their address, (3) Those who did not know the living environment of the 
new address, and (4) Those who stopped the hobby after move. 
It became clear that it was one year or more and less than two years on average to have changed into
 the situation "where they are barely adapted for the relocated life" from the result investigated 
using the lifeline method.

研究分野：公衆衛生看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1990 年代から我が国においては、高度経
済成長期に都市部に転出した子どもと同居
または近居するために、高齢者が長年住み慣
れた地域から転居する現象が現れ始めた。し
かし今日的には、高齢化、小家族化、日本的
な扶養意識などの影響で、都市と地方に限ら
ず、ひとつの都道府県の中でも高齢者の転居
という現象は起こっている。2010 年の国勢
調査 1)によると、過去 5年間に最低 1回の市
町村の境界を越えて住所移動をしている高
齢者は全高齢者 9.2%、85歳以上では 19.1%
となっている。 
地域高齢者の転居においては、｢自発的な
意志決定｣をした場合には、転居後の精神的
健康度が高く 2)、転居先での生活の適応が良
い 3)ことが報告されている。一方介護保険施
行後に一都市の転入者に対して行った調査 4)

では、転居理由から健康状態や日常生活に不
安を抱えて転居したと推測できる者が、介護
認定なし群でおよそ 5割、介護認定あり群で
およそ 7割と報告されている。さらに転居高
齢者は、同一自治体に元々居住する高齢者に
比較し、抑うつ度や孤立感が高いという報告
もある 5)。つまり、転居高齢者には健康状態
や自立した生活に不安を抱える高齢者が多
く含まれ、介護および介護予防ニーズが高い
ことが推測される。 
 転居高齢者の適応については、先行研究
2~5）では全てが横断研究で、高齢者もしくは
介護者の主観的評価をもとに検討されてい
る。しかし高齢者で心身の脆弱性を持ち合わ
せている事を考えると、客観的指標を用い、
長期的な調査が必要であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
(1)転居高齢者の身体・心理・社会的状態およ
び日常生活状況等について、地元高齢者との
比較からその特徴を明らかにする。 
 
(2)転居高齢者の身体・心理・社会的状態を中
心とした経年的変化とその要因について明
らかにする。 
 
(3)転居高齢者の転居後の生活再構築につい
て質的検討を行い、高齢者の視点からみた適
応要因を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1)住民基本台帳法に基づき A 県 B 市内の 4
地区を選定し、抽出された後期高齢者 340 名
に対して自記式質問紙調査を実施した。1 週
間ほど自宅に留め置いた後、訪問で調査票を
回収した。訪問時、調査協力の同意が得られ
た高齢者については、記入もれなどを確認し、
必要に応じて聞き取りで追加記入を行った。
調査時期は平成 25 年 11 月であった。調査内
容は転居の有無、転居時期、身体的不自由感、
日常生活の自立度や家事や趣味などの実施
頻度、背景要因などである。 

 
(2)大都市近郊の 2 自治体(B 市、C市)の転居
高齢者が多く居住すると考えられる中学校
区(計 6行政区)に住み、65 歳以上で転居して
きた後期高齢者を対象とした。調査は平成 25
年 11 月と平成 26 年 4月に行った。住民基本
台帳から抽出した後期高齢者に質問紙調査
票を郵送し、1 週間ほど留め置いた後、調査
員が訪問で回収した。研究対象者本人の了解
が得られた場合は回答の記入もれなどを調
査員が聞き取り、追加記入した。調査票の提
出をもって同意が得られたものとした。調査
内容は①日常生活状況、②心身の状態、③社
会活動の状況、④個人背景などである。65 歳
以上で転居してきた者には、①転居時の状況、
②転居時と現在の日常生活行動等について、
追加で質問した。 
 
(3)対象は過去 2 年以上 5 年以内に、65 歳以
上で長年住み慣れた地域から都道府県の境
界を越えて子どもとの近居または同居を目
的として大都市近郊の A県 C市に転居してき
た高齢者 6 名である。C 市の転居高齢者が多
く居住する地域の在宅介護支援センター相
談員および民生委員に対象者となりうる候
補者の選定と研究協力の打診を依頼し、研究
参加者の紹介を受けた。研究者が訪問し、研
究参加について同意を確認した後、1 人につ
きおよそ1時間の半構造化面接調査を行った。
また面接に先立ち高齢者の背景を知るため
に、転居年齢、転居時の要介護認定状況など
簡単な聞き取り調査を実施した。 
 
４．研究成果 
(1)対象となった高齢者 340 名のうち、認知
症、入院・入所中など回答ができない者が 78
名いた。これらを除いた 262 名中、協力が得
られた者は 182 名(69.5%)で、有効回答は 174
名(有効回答率 95.6%)であった。回答が得ら
れた高齢者の性別は男性 79 名(45.4%)、女性
95 名(54.6%)であった。このうち、65歳以上
で転居してきた者は男性 12 名、女性 17 名、
計 29 名で(16.7%)であった。平均年齢(±SD)
は転居高齢者81.3±5.1歳、地元高齢者80.61
±4.4 歳であった。 
目のかすみ、手足のしびれ、物忘れなどの
身体不自由感は両者で有意な差はみられな
かった。日常生活の自立度では転居高齢者の
うち「全介助を要する」と回答した者が近所
への外出、日用品の買い物で約 2 割、排泄、
入浴で約 1割おり、地元高齢者と比較し介助
を要する者が有意に多かった(近所への外出、
排泄は p<0.01、日用品の買い物、入浴は
p<0.05)。また日常生活行動の頻度では、転
居高齢者は地元高齢者に比べ庭・畑の手入れ
(p<0.01)、友人や近所の人との会話(p<0.05)
で有意に頻度が低い状況にあった。転居を経
験した後期高齢者の中には屋外での身体活
動や社会活動が低下している者が多く含ま
れることが示唆された。 



 
(2) 2 自治体で調査対象となった後期高齢者
は901名(男性375名、女性526名)であった。
対象者の中には入院・入所などで調査不能者
が 146 名含まれていた。調査協力者は 472 名
(調査可能者の 62.5%)で、このうち 90 名
(19.1%)が転居高齢者であった。転居高齢者
の内、主要項目未記入であった 1名を分析対
象者から除外し、最終的な分析対象者は 89
名で男性 36 名(40.4%)、女性 53 名(59.6%)と
なった。 
転居後の要介護度の変化に関わる要因を
総合的に検討するため、要介護度悪化の有無
を従属変数として、多重ロジスティック回帰
分析(ステップワイズ法)を行った。独立変数
は、性別、年齢、転居後年数、転居前家族構
成、現在の家族構成、転居前の居住地、転居
の意志決定、転居先の生活環境を事前に知っ
ていたか、転居理由、転居準備期間、そして
転居前後の日常生活行動の実施状況に関す
る 7 項目(家事、仕事、趣味、散歩、ペット
の世話、庭の手入れ・畑仕事、地域活動)の
計 17 項目である。17 項目のうちステップワ
イズ法で最終的に選択された変数は、｢年齢｣
｢転居前の家族構成｣｢転居先の生活環境を事
前に知っていたか｣｢趣味の実施状況の変化｣
の 4 変数であった。計算の結果、年齢が 65
歳から 1 歳増える毎に 1.24 倍(95%信頼区間
1.08～1.43)、転居前の家族構成が独居以外
の者は 12.0 倍(95%信頼区間 1.37～105.05)、
転居先の生活環境を事前に知らなかった者
は 4.94 倍(95%信頼区間 1.20～20.36)、趣味
を転居後にやめた者は12.56倍(95%信頼区間
2.67～59.07) のリスク(オッズ比)で、要介
護度が悪化するという結果が示された。 
 
(3)対象者は 6 名(男性１名、女性 5 名)で、
転居時の平均年齢±SDは78.7±9.0歳であっ
た。転居後は子ども家族と同居が 1名、近居
が 5 名であり、調査時点の家族構成は独居 4
名で最も多かった。 
ライフ・ラインのパターンは、6 名中 5 名
が転居前はその土地での暮らしに｢慣れてい
る状態｣にあったが、転居を境に｢慣れていな
い｣状態に下降していた。その後平均で 4.2
±4.3 ヶ月頃から、上昇(適応傾向)に向いて
いた。適応レベルが上昇に転じた後±0(辛う
じて慣れている)になったのは、平均 1 年 7
ヶ月後であった。 
転居後の生活適応を促進した要因は、｢適
応のための考えや行動｣7 カテゴリーと｢周囲
の人的・物的環境との関係性｣8 カテゴリーに
大別された。高齢者自身の適応のための考え
方や行動は、【転居の肯定的な受け止め】【自
分の体調に合わせて楽しく暮らす】【地元の
人に受け入れてもらえるよう振る舞い行動
する】【自分を大切にすることを優先しなが
ら地元の人と付き合う】【仲間に喜んでもら
えることを考え実行する】【自分がしたいこ
とを実現させるために関係者や地元の人に

相談する】【自分にとってなじみの土地にな
るよう行動する】から成っていた。周囲の人
的・物的環境との関係性については、【転居
前の生活を継続できる環境】【転居前よりも
無理がなく安心感のある生活】【子ども家族
からの新生活構築と維持のためのサポート】 
【子ども家族や地域の人との穏やかな交流】 
【新たな知人・友人の存在】【新しい楽しみ
の発見と獲得】【満足できる豊かな自然環境】 
【信頼できる医療環境の中での健康状態の
改善】から構成されていた。 
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